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エネルギーの問題	


8
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第1章
エネルギー基本計画の背景にある諸情勢

第1節
我が国が抱える構造的課題

1．海外の資源に大きく依存することに
よるエネルギー供給体制の根本的な
脆弱性

我が国は、一次エネルギー自給率が低く、ほとん
どのエネルギー源を海外からの輸入に頼っているた
め、海外においてエネルギー供給上の何らかの問題
が発生した場合、我が国が自律的に資源を確保するこ
とが難しいという根本的な脆弱性を有しています。
我が国では、エネルギー自給率を向上する取組を
進めてきた結果、第一次石油ショック時の1973年に
9.2％だった自給率は、2010年には19.9％にまで改善
されました。しかしながら、近年の推移をみると、
原子力発電所が停止した結果、2010年の19.9％から
2011年に11.2％、2012年に6.0％と低下しています。

OECD（経済協力開発機構）諸国34か国の中では、
33位（2010年は29位）と、ルクセンブルク（2.9％）
に次ぐ低水準となっています。
なお、2012年の我が国のエネルギー自給率6.0％
の内訳をみると、水力1.5％、天然ガス0.7％、原子
力0.6％、原油0.1％、再生可能エネルギー等3.1％と
なっています。
次に、一次エネルギー供給構造についてみると、
石油、石炭、天然ガスといった化石燃料に大きく依
存する構図は、第一次石油ショック時から変わって
いません。原子力発電所が停止した結果、一次エネ
ルギー供給における原子力の割合が、震災直前（2010
年度）の11.3％から2012年度には0.7％に低下した
ことにより、化石燃料の依存度は、震災直前（2010
年度）の81.8％から2012年度には92.2％（10.4ポイ
ント上昇）となりました。海外から輸入した化石燃料
への依存度は、第一次石油ショック時（1973年度）
の89.7％を上回る水準となっています。燃料別にみ

【第111-1-1】OECD諸国の一次エネルギー自給率比較（2012年：推計値）

（注1） IEAは原子力を一次エネルギー自給率に含めている。
（注2） 表中の「－」：僅少
出典： IEA「Energy Balance of OECD Countries 2013」を基に作成
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世界が直面するリスク 
ニューヨーク大停電（2003年8月14日）	


8 



9	


8

第1部 エネルギーを巡る課題と対応
第1章　エネルギーを巡る世界の過去事例からの考察
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第1章
エネルギーを巡る世界の過去事例からの考察

第１節
人類の歩みとエネルギー

１．人類の歴史とエネルギー
人類は、生活スタイルの発展段階に応じて、エネ
ルギー利用の用途を徐々に高度化・多様化させてき
ました。エネルギー消費量も、エネルギーの利用用
途の拡大に加え、石炭や石油、天然ガスなど使い勝
手の良いエネルギー源の普及により、一貫して上昇
してきました。
人類とエネルギーの関係は、約50万年前に薪など
を使って火を利用し始めたときから始まったといわ
れています。その後、農耕や牧畜を始めた人類は移
動や輸送に家畜や風力（帆船）を利用したり、穀物を
製粉するために水力や風力を、暖房や炊事のために主
として薪を利用していましたが、そのエネルギー消
費量及びエネルギーの利用用途は、非常に限られた

ものでした。
18世紀に入り産業革命が起こると、石炭をエネル
ギー源とする蒸気機関が工場や輸送機器（蒸気機関
車等）において動力源として利用されるなど、工業化
の進展に伴いエネルギー消費量が急速に増加すると
ともにエネルギーの利用用途も広がりました。これ
によって社会の生産力が上昇し、より便利でより豊
かな生活を享受することもできるようになります。
さらに、エネルギーの利用用途が広がるに従って、
エネルギー源にも一層の汎用性が求められるようにな
ります。このため、20世紀中頃に石炭よりも使い勝手
が良く、利用用途を拡大しやすい石油が主要なエネル
ギー源としての地位を占めるようになると（流体革命
2）、工場や輸送機器（船舶、自動車、航空機）、発電
用の燃料として、また、暖房用の燃料や化学製品の原
料等として石油が大量に消費されるようになります。
また、電気エネルギーの利用が産業部門においても家
庭部門においても普及し消費量も拡大したことで、発

1　本白書に記載されている地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではありません。
2　「流体革命」とは、1950 年代に中東やアフリカに相次いで大油田が発見されたことを契機として、石炭に替わって石油が交通機関、暖房用、
火力発電等の燃料などとして使用されるようになり、エネルギーの主役が石炭から石油に移行したことを言います。
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（出典） United Nations,"The World at Six Billion"
 United Nations,"World Population Prospects 2010 Revision"
 Energy Transitions: History, Requirements, Prospects
 BP Statistical Review of World Energy June 2012
 BP Energy Outlook 2030: January 2013

【第111-1-1】　世界のエネルギー消費量と人口の推移
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わずか２〜３世代のうちに	




エネルギー需要はどうなるか？	
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幸福度と電気の消費	

寿命、食物、教育、政治的自由 
　－　もっとも高価値のエネルギー媒体である電気と関係	
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所得とエネルギー自給率	
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環境	
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熱塩循環	


h@p://climatestate.com/2014/03/05/the-­‐antarcGc-­‐half-­‐of-­‐the-­‐global-­‐thermohaline-­‐circulaGon-­‐is-­‐collapsing/	
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地球温暖化による	
  
海洋循環減少のメカニズム	
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二酸化炭素排出に及ぼす影響	
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経済産業省、総合資源エネルギー調査会、第３回原子力小委員会、2014年7月23日	




環境問題はどうなるか？	
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日本のエネルギーの安全保障	
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エネルギーの評価項目	


国産・準国産エネルギー
資源の開発・利用	
  
ü  一次エネルギー自給率	


エネルギー輸入先多様化	
  
ü  各資源（原油・天然ガス・石炭）

の輸入相手国の分散度	


資源の輸送リスク管理	
  
ü  チョークポイントリス

クの低減	


エネルギー源多様化	
  
ü  一次エネルギー供給源の分散度	
  
ü  発電電力量構成の分散度	


国内リスク管理	
  
ü  電力供給信頼度

（停電時間）	


需要抑制	
  
ü  エネルギー消費の

GDP原単位	


供給途絶への対応	
  
ü  石油備蓄日数	
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エネルギーの通信簿	


20	
経済産業省、2010年エネルギー白書	


制御可能なリスク	
 制御困難なリスク	


エネルギーミックス	
  
（エネルギー源の多様化）	


輸入先の多様化	


資源輸送リスク	


電力供給信頼度	


省エネルギー	


石油備蓄	


自前のエネルギー	




エネルギーの通信簿	
  
（10点満点、5点以上に◯）	


21	
  

制御可能なリスク	


制御困難なリスク	


経済産業省、2010年エネルギー白書	




日本の通信簿、成績の低下	


経済産業省、2015年エネルギー白書	
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特に、制御不可能なリスクの劣化	


経済産業省、2015年エネルギー白書	
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リスクのやりくり	
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ブラックスワン（2009, N.N.Taleb）	
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ブラックスワン：まさか 

カナリア：だから大丈夫 

ダチョウ：見たくない 

シロヘビ：神の遣い 



日本のエネルギーの見通し	
  
省エネと再生可能エネルギーと原子力	


第１部　エネルギーを巡る状況と主な対策

96

（２）電源構成
　このうち、電力需給構造については、徹底した省エネルギー（節電）の推進、再生可能エネルギーの
最大限の導入、火力発電の効率化等を進めつつ、原発依存度を低減した結果、以下のとおり。
　経済成長等による電力需要の増加を見込む中、徹底した省エネルギー（節電）の推進及び再生可能エ
ネルギーの最大限の導入により約4割を賄うことにより、原発依存度の低減に大きく貢献する。ベース
ロード電源比率は56％程度となる。
　これにより、現状より電力コストが低減される。

２０３０年度
（省エネ対策後）

２０１３年度
（実績）

熱
ガソリン
都市ガス
等７５％

電力
２５％

３６１百万ｋｌ

徹底した省エネ
5,030万kl程度

（対策前比▲13%程度）

電力
２８％
程度

熱
ガソリン
都市ガス
等７２％
程度

４８９百万ｋｌ程度

２０３０年度

自給率２４．３％
程度

２０１３年 ６％

改善

エネルギー需要 一次エネルギー供給

経済成長
１．７％／年

最終ｴﾈﾙｷﾞー 消費
３２６百万ｋｌ程度

石油３２％程度

石炭２５％程度

天然ガス１８％程度

原子力１１～１０％
程度

再エネ１３～１４％
程度

〔　　　　　　〕石油：３０％程度
ＬＰＧ：３％程度
※四捨五入により
　合計は一致しない

10,650億kWh程度
省エネ＋再エネ
で約４割

徹底した省エネ
1,961億kWh程度
（対策前比▲17%）

電力
９８０８
億kWh
程度

電力需要 電源構成

（総発電電力量）

12,780億kWh程度

（総発電電力量）

２０３０年度 ２０３０年度

経済成長
１．７％／年

電力
９６６６
億kWh

２０１３年度
（実績）

石油２％程度

石炭２２％程度

ＬＮＧ２２％程度

原子力１８～１７％
程度

再エネ１９～２０％
程度

省エネ１７％程度

再エネ２２～２４％

原子力２２～２０％

ＬＮＧ２７％程度

石炭２６％程度

石油３％程度

（送配電ロス等）

程度

程度

水力８．８
～９．２％程度

太陽光７．０％程度

風力１．７％程度

ﾊ ｲ゙ｵﾏｽ
３．７～４．６％程度

地熱１．０
～１．１％程度

長期エネルギー需給見通し、経済産業省、平成27年7月	
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エネルギーと環境とリスクのやりくり	


•  エネルギーは豊かな社会を創る血液	
  
•  環境は持続的な社会を維持する酸素	
  
•  結局、再生可能エネルギーと原子力エネルギー	
  

•  広い視野で物事をとらえること	
  
•  リスク文化	
  

– リスクを許容し、選択する	
  
– リスクをバランス良く抑制する	
  
– リスクを数量化し、不確かさを理解する	
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